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本号で公布された条例のあらまし

◇ 山形県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 （県条例第53号） （人事課）

１ 次に掲げる事務は、それぞれに掲げる市町村が処理することとした。（第２条第１項関係）

(1) 児童福祉法に基づく認可外保育施設の施設の名称等の届出の受理等 山形市、米沢市、鶴

岡市、酒田市及び天童市

(2) 農地法に基づく２ヘクタール以下の農地を農地以外のものにする許可等 山形市、米沢

市、鶴岡市、酒田市及び天童市

(3) 土地区画整理法に基づく個人施行者又は土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業の

施行の認可等 米沢市、鶴岡市、酒田市及び天童市

(4) 都市再開発法に基づく個人施行者、市街地再開発組合又は再開発会社が施行する市街地再

開発事業の施行の認可等 山形市、米沢市、鶴岡市、酒田市及び天童市

(5) 農業振興地域の整備に関する法律に基づく農用地区域内における開発行為の許可等 山形

市、米沢市、鶴岡市、酒田市及び天童市

(6) 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行条例に基づく電子証明書の発行

手数料の徴収等 各市町村

２ この条例は、平成16年４月１日から施行することとした。ただし、１の(6)の改正は、規則

で定める日から施行することとした。

◇ 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行条例 （県条例第54号） （情報企

画課）

１ 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律（以下「法」という。）第３条第１項

の規定により電子証明書の発行の申請をしようとする者は、法第34条第４項に規定する発行手

数料を知事に納付することとし、知事は、当該発行手数料を指定認証機関に納付することとし

た。（第２条第１項及び第２項関係）

２ 発行手数料は、指定認証機関の収入とすることとし、その額は、指定認証機関が行う電子証

明書の発行に係る電子計算機処理等に要する費用を基礎として、指定認証機関が定めることと

した。（第２条第３項関係）

３ 法第34条第５項に規定する情報提供手数料は、指定認証機関の収入とすることとし、その額
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は、失効情報等の提供事務に係る電子計算機処理等に要する費用を基礎とし、かつ、当該事務

に係る請求の目的の公共性を考慮して、指定認証機関が定めることとした。（第３条関係）

４ この条例は、規則で定める日から施行することとした。

◇ 山形県立大学条例の一部を改正する条例 （県条例第55号） （健康福祉企画課）

１ 山形県立保健医療大学に大学院を置き、その研究科及び専攻並びに課程を保健医療学研究科

及び保健医療学専攻並びに修士課程とし、当該課程の標準修業年限を２年とすることとした。

（第３条関係）

２ この条例は、規則で定める日から施行することとした。

◇ （県条例第56号） （健康福祉企画山形県立大学の授業料等徴収条例の一部を改正する条例

課）

１ 山形県立保健医療大学の大学院における授業料等を定めることとした。（別表関係）

２ 県は、山形県立保健医療大学の大学院の平成16年度における入学（以下「入学」という。）

の許可を受けようとする者（入学の許可を受けるための手続をこの条例の施行の日前に終了す

る者に限る。）から入学料を徴収することとした。（改正条例附則第２項関係）

３ 県は、この条例の施行の日前に行う入学に係る入学考査を受けようとする者から入学考査料

を徴収することとした。（改正条例附則第４項関係）

４ この条例は、規則で定める日から施行することとした。

◇ 国営土地改良事業負担金徴収条例の一部を改正する条例 （県条例第57号） （農村計画課）

負担金徴収の対象となる国営土地改良事業として国営最上川中流土地改良事業（平成15年度以

降事業実施分）を追加し、その負担割合を300分の31とすることとした。

条 例

山形県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成15年12月19日

山形県知事 髙 橋 和 雄

山形県条例第53号

山形県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

山形県事務処理の特例に関する条例（平成11年12月県条例第36号）の一部を次のように改正す

る。

第２条第１項の表中第42項を第46項とし、第28項から第41項までを４項ずつ繰り下げ、第27項を

削り、第26項を第31項とし、第25項を第30項とし、第24項を第29項とし、同項の前に次の２項を加

える。

27 都市再開発法（昭和44年法律第38号。以下この項において「法」と 山形市、米沢市、

いう。）及び都市再開発法施行令（昭和44年政令第232号。以下この 鶴岡市、酒田市及

項において「政令」という。）に基づく事務のうち次に掲げるもの び天童市（第１号

(1) 法第７条の４第１項の規定による建築の許可 から第11号まで、

(2) 法第７条の５第１項の規定による必要な措置の命令 第41号から第48号

(3) 法第７条の５第２項の規定による必要な措置の実施等 まで、第50号、第

(4) 法第７条の６第１項の規定による土地の買取りの申出の相手方の 51号及び第77号か

決定 ら第82号までに掲

(5) 法第７条の６第２項の規定による土地の買取りの申出の相手方の げる事務（第41号

公告 に掲げる事務のう
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(6) 法第７条の６第３項の規定による土地の買取り ち法第60条第２項

(7) 法第７条の６第４項の規定による土地を買い取る旨等の通知 において準用する

(8) 法第７条の６第５項の規定による通知した旨の通知の受理 同条第１項の規定

(9) 法第７条の７第１項の規定による土地の賃貸等 により行う事務及

(10) 法第７条の７第３項の規定による契約の解除 び第50号に掲げる

(11) 法第７条の７第４項の規定による土地の管理 事務のうち法第99

(12) 法第７条の９第１項の規定による第一種市街地再開発事業の施 条の８第５項にお

行の認可 いて準用する法第

(13) 法第７条の15第１項（法第７条の16第２項及び第７条の20第２ 98条第２項の規定

項において準用する場合を含む。）の規定による施行者の氏名等の により行う事務を

公告等 除く。）にあって

(14) 法第７条の16第１項の規定による規準若しくは規約又は事業計 は 山 形 市 を 除

画の変更の認可 く。）

(15) 法第７条の17第４項の規定による規約の認可

(16) 法第７条の17第７項の規定による新たに施行者となった者の氏

名等の届出の受理

(17) 法第７条の17第８項の規定による新たに施行者となった者の氏

名等の公告

(18) 法第７条の19第１項の規定による審査委員の選任の承認

(19) 法第７条の20第１項の規定による第一種市街地再開発事業の終

了の認可

(20) 法第11条第１項の規定による組合の設立の認可

(21) 法第11条第２項の規定による組合の設立の認可

(22) 法第11条第３項の規定による事業計画の認可

(23) 法第16条第１項（法第38条第２項、第50条の６及び第50条の９

第２項において準用する場合を含む。）の規定による事業計画の縦

覧

(24) 法第16条第２項（法第38条第２項、第50条の６及び第50条の９

第２項において準用する場合を含む。）の規定による意見書の受理

(25) 法第16条第３項（法第38条第２項、第50条の６及び第50条の９

第２項において準用する場合を含む。）の規定による事業計画の修

正の命令等

(26) 法第16条第５項（法第38条第２項、第50条の６及び第50条の９

第２項において準用する場合を含む。）の規定による事業計画の修

正の申告の受理等

(27) 法第19条第１項（法第38条第２項において準用する場合を含

む。）の規定による組合の名称等の公告等

(28) 法第19条第２項（法第38条第２項において準用する場合を含

む。）の規定による組合の名称等の公告

(29) 法第28条第１項の規定による理事長の氏名等の届出の受理

(30) 法第28条第２項の規定による理事長の氏名等の公告

(31) 法第38条第１項の規定による定款又は事業計画若しくは事業基

本方針の変更の認可

(32) 法第45条第４項の規定による組合の解散の認可

(33) 法第45条第６項の規定による組合の設立の認可の取消し等の公

告

(34) 法第49条の規定による決算の承認
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(35) 法第50条の２第１項の規定による市街地再開発事業の施行の認

可

(36) 法第50条の８第１項（法第50条の９第２項、第50条の12第２項

及び第50条の15第２項において準用する場合を含む。）の規定によ

る再開発会社の名称等の公告等

(37) 法第50条の９第１項の規定による規準又は事業計画の変更の認

可

(38) 法第50条の12第１項の規定による再開発会社の合併若しくは分

割又は市街地再開発事業の譲渡及び譲受の認可

(39) 法第50条の14第１項の規定による審査委員の選任の承認

(40) 法第50条の15第１項の規定による市街地再開発事業の終了の認

可

(41) 法第60条第１項ただし書（同条第２項の規定において準用する

場合を含む。）の規定による土地の立入りの許可

(42) 法第61条第１項の規定による土地の試掘等の許可（前号の許可

を受けた者に係るものに限る。）

(43) 法第66条第１項の規定による土地の形質の変更等の許可（個人

施行者、組合又は再開発会社が行う市街地再開発事業に係るものに

限る。）

(44) 法第66条第２項の規定による意見の聴取（前号に規定する許可

に係るものに限る。）

(45) 法第66条第４項の規定による土地の原状回復等の命令（個人施

行者、組合又は再開発会社が行う市街地再開発事業に係るものに限

る。）

(46) 法第66条第５項の規定による土地の原状回復等（前号に規定す

る命令に係るものに限る。）

(47) 法第66条第７項の規定による土地の形質の変更等の承認（個人

施行者、組合又は再開発会社が行う市街地再開発事業に係るものに

限る。）

(48) 法第66条第８項の規定による意見の聴取（前号に規定する承認

に係るものに限る。）

(49) 法第72条第１項（同条第４項において準用する場合を含む。）

の規定による権利変換計画の認可（個人施行者、組合又は再開発会

社が行う市街地再開発事業に係るものに限る。）

(50) 法第98条第２項（法第99条の８第５項及び第118条の27第２項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による土地等の引渡し等の代

執行（個人施行者、組合又は再開発会社が行う市街地再開発事業に

係るものに限る。）

(51) 法第98条第３項の規定による補償金の受領（前号に規定する代

執行に係るものに限る。）

(52) 法第99条の３第３項（法第99条の８第５項（法第118条の28第２

項において準用する場合を含む。）及び第118条の28第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定による特定建築者の決定の承認

（個人施行者、組合又は再開発会社が行う市街地再開発事業に係る

ものに限る。）

(53) 法第112条の規定による事業代行の開始の決定

(54) 法第113条（法第118条の30第２項において準用する場合を含
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む。）の規定による個人施行者の氏名等の公告

(55) 法第114条（法第118条の30第２項において準用する場合を含

む。）の規定による事業の代行

(56) 法第117条第１項（法第118条の30第２項において準用する場合

を含む。）の規定による事業代行終了の公告

(57) 法第117条第３項（法第118条の30第２項において準用する場合

を含む。）の規定による財産の処分及び債務の弁済に関する計画の

承認

(58) 法第118条の６第１項（同条第４項において準用する場合を含

む。）の規定による管理処分計画の認可（再開発会社が行う市街地

再開発事業に係るものに限る。）

(59) 法第118条の30第１項の規定による事業代行の開始の決定

(60) 法第124条第２項の規定による必要な措置の命令

(61) 法第124条の２第１項の規定による事業又は会計の状況の検査及

び処分の取消し等の命令

(62) 法第124条の２第２項の規定による第一種市街地再開発事業の施

行の認可の取消し

(63) 法第124条の２第３項の規定による認可の取消しの公告

(64) 法第125条第１項の規定による事業又は会計の状況の検査

(65) 法第125条第２項の規定による事業又は会計の状況の検査

(66) 法第125条第３項の規定による処分の取消し等の命令

(67) 法第125条第４項の規定による組合の設立の認可の取消し

(68) 法第125条第５項の規定による総会等の招集

(69) 法第125条第６項の規定による理事等の解任の投票の実施

(70) 法第125条第７項の規定による議決、選挙、当選又は解任の投票

の取消し

(71) 法第125条の２第１項の規定による事業又は会計の状況の検査

(72) 法第125条の２第２項の規定による事業又は会計の状況の検査

(73) 法第125条の２第３項の規定による処分の取消し等の命令

(74) 法第125条の２第４項の規定による市街地再開発事業の施行の認

可の取消し

(75) 法第125条の２第５項の規定による認可の取消しの公告

(76) 法第128条第１項の規定による審査請求の裁決（組合又は再開発

会社がした処分に係るものに限る。）

(77) 法第129条の２第１項の規定による再開発事業計画の認定

(78) 法第129条の５第１項の規定による認定再開発事業計画の変更の

認定

(79) 法第129条の６の規定による報告の徴収

(80) 法第129条の７の規定による地位の承継の承認

(81) 法第129条の８の規定による必要な措置の命令

(82) 法第129条の９第１項の規定による再開発事業計画の認定の取消

し

(83) 法第133条第１項の規定による管理規約の認可（個人施行者、組

合又は再開発会社が施行する市街地再開発事業に係るものに限

る。）

(84) 政令第４条の２第３項（政令第22条の３において準用する場合

を含む。）の規定による審査委員の解任の承認
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(85) 政令第18条第２項の規定による解任投票所等の公告

(86) 政令第18条第３項において準用する政令第13条第４項の規定に

よる権限を証する書面の受理

(87) 政令第18条第３項において準用する政令第13条第８項の規定に

よる職員の指名

(88) 政令第18条第３項において準用する政令第13条第９項の規定に

よる立会人の選任

(89) 政令第18条第３項において準用する政令第13条第10項の規定に

よる職員の指名

(90) 政令第18条第３項において準用する政令第14条第１項の規定に

よる解任の投票の結果の公告

(91) 政令第18条第３項において準用する政令第15条第１項の規定に

よる職員の指名

(92) 政令第18条第３項において準用する政令第15条第２項の規定に

よる解任投票録の保存

(93) 政令第18条第３項において準用する政令第16条第１項の規定に

よる異議の申出の受理

(94) 政令第18条第３項において準用する政令第16条第２項の規定に

よる異議に対する決定等

(95) 政令第18条第３項において準用する政令第16条第３項の規定に

よる解任の投票の無効の決定

(96) 政令第18条第３項において準用する政令第16条第４項の規定に

よる解任の投票の無効の決定

28 農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号。以下この 山形市、米沢市、

項において「法」という。）に基づく事務のうち次に掲げるもの 鶴岡市、酒田市及

(1) 法第15条の15第１項の規定による開発行為の許可 び天童市

(2) 法第15条の15第６項の規定による意見の聴取

(3) 法第15条の16の規定による開発行為の中止等の命令

(4) 法第15条の17第１項の規定による必要な措置の勧告

(5) 法第15条の17第２項の規定による勧告の内容等の公表

第２条第１項の表中第23項を第26項とし、第20項から第22項までを３項ずつ繰り下げ、同表第19

項事務の欄中「第23項」を「第26項」に改め、同項を同表第22項とし、同表中第18項を第21項と

し、第12項から第17項までを３項ずつ繰り下げ、同表第11項事務の欄中「昭和29年法律第119号」

を「昭和29年法律第119号。以下この項及び次項において「法」という。」に改め、同欄第１号及

び第２号中「土地区画整理法」を「法」に改め、同項市町村の欄中「各市」を「各市（個人施行

者、組合又は市町村が施行する土地区画整理事業に係る事務にあっては山形市を除く。）」に改

め、同項を同表第13項とし、同項の次に次の１項を加える。

14 法及び土地区画整理法施行令（昭和30年政令第47号。以下この項に 米沢市、鶴岡市、

おいて「政令」という。）に基づく事務のうち次に掲げるもの 酒田市及び天童市

(1) 法第４条第１項の規定による土地区画整理事業の施行の認可

(2) 法第９条第３項（法第10条第３項及び第13条第４項において準用

する場合を含む。）の規定による施行者の氏名等の公告等

(3) 法第10条第１項の規定による規準若しくは規約又は事業計画の変

更の認可
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(4) 法第11条第４項の規定による規約の認可

(5) 法第11条第７項の規定による新たに施行者となった者の氏名等の

届出の受理

(6) 法第11条第８項の規定による認可等の公告

(7) 法第13条第１項の規定による土地区画整理事業の廃止又は終了の

認可

(8) 法第14条第１項の規定による組合の設立の認可

(9) 法第14条第２項の規定による組合の設立の認可

(10) 法第14条第３項の規定による事業計画の認可

(11) 法第20条第１項（法第39条第２項において準用する場合を含

む。）の規定による事業計画の縦覧

(12) 法第20条第２項（法第39条第２項において準用する場合を含

む。）の規定による意見書の受理

(13) 法第20条第３項（法第39条第２項において準用する場合を含

む。）の規定による事業計画の修正の命令等

(14) 法第20条第５項（法第39条第２項において準用する場合を含

む。）の規定による事業計画の修正の申告の受理等

(15) 法第21条第３項の規定による組合の名称等の公告等

(16) 法第21条第４項の規定による組合の名称等の公告

(17) 法第29条第１項の規定による理事の氏名等の届出の受理

(18) 法第29条第２項の規定による理事の氏名等の公告

(19) 法第39条第１項の規定による定款又は事業計画若しくは事業基

本方針の変更の認可

(20) 法第39条第４項の規定による組合の名称等についての変更に係

る事項の公告等

(21) 法第39条第５項の規定による組合の名称等についての変更に係

る事項の公告

(22) 法第45条第２項の規定による組合の解散の認可

(23) 法第45条第５項の規定による組合の設立の認可の取消し等の公

告

(24) 法第49条の規定による決算の承認

(25) 法第76条第５項の規定による土地の原状回復等（個人施行者又

は組合が施行する土地区画整理事業に係るものに限る。）

(26) 法第86条第１項の規定による換地計画の認可（個人施行者又は

組合が施行する土地区画整理事業に係るものに限る。）

(27) 法第97条第１項の規定による換地計画の変更の認可（個人施行

者又は組合が施行する土地区画整理事業に係るものに限る。）

(28) 法第103条第３項の規定による換地処分の届出の受理（個人施行

者又は組合が施行する土地区画整理事業に係るものに限る。）

(29) 法第103条第４項の規定による換地処分の公告（前号に規定する

届出に係るものに限る。）

(30) 法第124条第１項の規定による事業又は会計の状況の検査及び処

分の取消し等の命令

(31) 法第124条第２項の規定による土地区画整理事業の施行の認可の

取消し

(32) 法第124条第３項の規定による認可の取消しの公告

(33) 法第125条第１項の規定による事業又は会計の状況の検査
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(34) 法第125条第２項の規定による事業又は会計の状況の検査

(35) 法第125条第３項の規定による処分の取消し等の命令

(36) 法第125条第４項の規定による組合の設立の認可の取消し

(37) 法第125条第５項の規定による総会等の招集

(38) 法第125条第６項の規定による理事等の解任の投票の実施

(39) 法第125条第７項の規定による議決、選挙、当選又は解任の投票

の取消し

(40) 法第127条の２第１項の規定による審査請求の裁決（組合がした

処分に係るものに限る。）

(41) 法第136条の規定による意見の聴取（個人施行者又は組合が施行

する土地区画整理事業に係るものに限る。）

(42) 政令第16条第２項の規定による解任投票所等の公告

(43) 政令第16条第３項において準用する政令第11条第４項の規定に

よる職員の指名

(44) 政令第16条第３項において準用する政令第11条第６項の規定に

よる職員の指名

(45) 政令第16条第３項において準用する政令第11条第８項の規定に

よる職員の指名

(46) 政令第16条第３項において準用する政令第11条第10項の規定に

よる職員の指名

(47) 政令第16条第３項において準用する政令第12条第１項の規定に

よる解任の投票の結果の公告

(48) 政令第16条第３項において準用する政令第13条第１項の規定に

よる職員の指名

(49) 政令第16条第３項において準用する政令第13条第２項の規定に

よる解任投票録の保存

(50) 政令第16条第３項において準用する政令第14条第１項の規定に

よる異議の申出の受理

(51) 政令第16条第３項において準用する政令第14条第２項の規定に

よる異議の申出の決定等

(52) 政令第16条第３項において準用する政令第14条第３項の規定に

よる解任の投票の無効の決定

(53) 政令第16条第３項において準用する政令第14条第４項の規定に

よる解任の投票の無効の決定

第２条第１項の表中第10項を第11項とし、同項の次に次の１項を加える。

12 農地法（昭和27年法律第229号。以下この項において「法」とい 山形市、米沢市、

う。）及び農地法施行令（昭和27年政令第445号）に基づく事務のう 鶴岡市、酒田市及

ち次に掲げるもの び天童市

(1) 法第４条第１項の規定による農地を農地以外のものにする許可

（同一の事業の目的に供するため２ヘクタールを超える農地を農地

以外のものにする場合を除く。）

(2) 法第４条第３項（法第５条第３項において準用する場合を含

む。）の規定による意見の聴取

(3) 法第５条第１項の規定による農地又は採草放牧地について権利を

設定し、又は移転する許可（同一の事業の目的に供するため２ヘク
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タールを超える農地又はその農地と併せて採草放牧地について権利

を取得する場合を除く。）

(4) 法第82条第１項の規定による立入調査等（第１号及び前号に規定

する許可並びに第８号に規定する処分に係るものに限る。）

(5) 法第82条第３項の規定による前号に規定する立入調査等の通知又

は公示

(6) 法第82条第５項の規定による第４号に規定する立入調査等による

損失の補償

(7) 法第83条の規定による報告の徴収（第１号及び第３号に規定する

許可、第４号に規定する立入調査等、第６号に規定する損失の補償

並びに次号に規定する処分に係るものに限る。）

(8) 法第83条の２の規定による許可の取消し等の処分（法第４条第１

項若しくは第５条第１項の規定に違反した者又はその一般承継人及

び第１号又は第３号に規定する許可に付した条件に違反している者

並びにそれらの者から当該違反に係る土地について工事その他の行

為を請け負った者又はその工事その他の行為の下請人並びに偽りそ

の他不正の手段により第１号又は第３号に規定する許可を受けた者

に対するものに限る。）

(9) 農地法施行令第１条の７第２項及び第１条の15第２項において準

用する同令第１条の２第４項の規定による申請書の提出があった旨

の通知（第１号及び第３号に規定する許可に係るものに限る。）

第２条第１項の表中第９項を第10項とし、第４項から第８項までを１項ずつ繰り下げ、同表第３

項事務の欄中「昭和22年法律第164号」を「昭和22年法律第164号。以下この項及び次項において

「法」という。」に、「同法」を「法」に、「里親」を「里親の認定に係る申請書」に、「申出

の」を「申請又は申出の」に改め、同項の次に次の１項を加える。

４ 法に基づく事務のうち次に掲げるもの 山形市、米沢市、

(1) 法第59条第１項の規定による報告の徴収又は立入調査等（法第59 鶴岡市、酒田市及

条の２第１項に規定する施設に係るものに限る。） び天童市

(2) 法第59条第３項の規定による施設の設備又は運営の改善その他の

勧告（法第59条の２第１項に規定する施設に係るものに限る。）

(3) 法第59条第４項の規定による勧告に従わなかった旨の公表（前号

に規定する勧告に係るものに限る。）

(4) 法第59条第５項の規定による事業の停止等の命令（法第59条の２

第１項に規定する施設に係るものに限る。）

(5) 法第59条の２第１項の規定による施設の名称等の届出の受理

(6) 法第59条の２第２項の規定による届け出た事項の変更等の届出の

受理

(7) 法第59条の２の５第１項の規定による施設の運営の状況の報告の

受理

(8) 法第59条の２の５第２項の規定による施設の運営の状況等の公表

第２条第１項の表に次の１項を加える。

47 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行条例（平 各市町村

成15年12月県条例第54号。以下この項において「条例」という。）に
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基づく事務のうち次に掲げるもの

(1) 条例第２条第１項の規定による発行手数料の徴収

(2) 条例第２条第２項の規定による発行手数料の納付

附則第３項中「第２条第１項の表第12項」を「第２条第１項の表第15項」に改め、附則第４項中

「第２条第１項の表第18項及び第20項」を「第２条第１項の表第22項」に、「同表第18項及び第20

項」を「同表第22項」に改める。

附 則

１ この条例は、平成16年４月１日から施行する。ただし、第２条第１項の表に１項を加える改正

規定は、規則で定める日から施行する。

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に知事がした処分その他の行為のうちこの

条例の施行の際現に効力を有するもの又はこの条例の施行の際現に知事に対してされている申請

その他の行為で、施行日以後において改正後の第２条第１項の規定により市の長が執行すること

となる事務（同項の表第４項、第12項、第14項、第27項及び第28項に掲げるものに限る。）に係

るものは、施行日以後においては、当該市の長がした処分その他の行為又は当該市の長に対して

された申請その他の行為とみなす。

電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行条例をここに公布する。

平成15年12月19日

山形県知事 髙 橋 和 雄

山形県条例第54号

電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行条例

（趣旨）

第１条 この条例は、電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律（平成14年法律第153

号。以下「法」という。）第34条第４項に規定する発行手数料及び同条第５項に規定する情報提

供手数料に関し必要な事項を定めるものとする。

（発行手数料）

第２条 法第３条第１項の規定により電子証明書の発行の申請をしようとする者は、同条第７項の

規定により電子証明書の提供を受ける際に、法第34条第４項に規定する発行手数料（以下「発行

手数料」という。）を知事に納付しなければならない。

２ 知事は、前項の規定により納付された発行手数料を法第34条第１項の規定により知事が認証業

務の実施に関する事務を行わせることとした者（以下「指定認証機関」という。）に納付しなけ

ればならない。

３ 指定認証機関は、発行手数料を自己の収入として収受するものとし、発行手数料の額は、指定

認証機関が行う法第３条第６項の規定による電子証明書の発行に係る電子計算機処理等に要する

費用を基礎として、指定認証機関が定める。

（情報提供手数料）

第３条 指定認証機関は、法第34条第５項に規定する情報提供手数料を自己の収入として収受する

ものとし、当該情報提供手数料の額は、次の各号に掲げる事務ごとに、当該事務に係る電子計算

機処理等に要する費用を基礎とし、かつ、当該事務に係る請求の目的の公共性を考慮して、指定

認証機関が定める。

(1) 指定認証機関が行う法第18条第１項の規定による保存期間に係る失効情報の提供

(2) 指定認証機関が行う法第18条第２項の規定による保存期間に係る失効情報ファイルの提供

附 則

この条例は、規則で定める日から施行する。

山形県立大学条例の一部を改正する条例をここに公布する。
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平成15年12月19日

山形県知事 髙 橋 和 雄

山形県条例第55号

山形県立大学条例の一部を改正する条例

山形県立大学条例（昭和39年３月県条例第39号）の一部を次のように改正する。

第５条を第６条とし、第４条を第５条とし、第３条を第４条とし、第２条の次に次の１条を加え

る。

（大学院）

第３条 山形県立保健医療大学に大学院を置き、その研究科及び専攻、課程並びに当該課程の標準

修業年限は、次のとおりとする。

研 究 科 専 攻 課 程 標準修業年限

保健医療学研究科 保 健 医 療 学 専 攻 修 士 課 程 ２ 年

附 則

この条例は、規則で定める日から施行する。

をここに公布する。山形県立大学の授業料等徴収条例の一部を改正する条例

平成15年12月19日

山形県知事 髙 橋 和 雄

山形県条例第56号

山形県立大学の授業料等徴収条例の一部を改正する条例

山形県立大学の授業料等徴収条例（昭和38年３月県条例第10号）の一部を次のように改正する。

「

別表中 学 生 年額 520,800円 282,000円 564,000円 17,000円 を

」

「
学 部 の 年額 520,800円 282,000円 564,000円 17,000円学 生

に改める。大学院の
研究科の 年額 520,800円 282,000円 564,000円 30,000円
学 生

」

附 則

（施行期日）

１ この条例は、規則で定める日から施行する。

（山形県立保健医療大学の大学院の平成16年度における入学の許可を受けようとする者からの入

学料の徴収等）

２ 県は、山形県立大学条例の一部を改正する条例（平成15年12月県条例第55号）による改正後の

山形県立大学条例（昭和39年３月県条例第39号）第３条に規定する山形県立保健医療大学の大学

院の平成16年度における入学（以下「大学院の入学」という。）の許可を受けようとする者（大

学院の入学の許可を受けるための手続をこの条例の施行の日前に終了する者に限る。）から入学

料を徴収し、その額は、次の各号に掲げる大学院の入学の許可を受けようとする者の区分に応

じ、当該各号に定める額とする。

(1) 本人又は本人の一親等の尊属が本人の入学の日の１年前から引き続き山形県の区域内に住所

を有する者 282,000円

(2) 前号に掲げる者以外の者 564,000円
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３ 知事は、やむを得ない事情があると認めるときは、前項の入学料の全部若しくは一部を免除

し、又はその徴収を猶予することができる。

４ 県は、この条例の施行の日前に行う大学院の入学に係る入学考査を受けようとする者から入学

考査料を徴収し、その額は、30,000円とする。

５ 前３項の規定の施行に関し必要な事項は、知事が定める。

国営土地改良事業負担金徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成15年12月19日

山形県知事 髙 橋 和 雄

山形県条例第57号

国営土地改良事業負担金徴収条例の一部を改正する条例

国営土地改良事業負担金徴収条例（昭和53年３月県条例第14号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項及び附則第２項中「国営最上川中流土地改良事業」を「国営最上川中流土地改良事

業（昭和46年度から昭和61年度まで事業実施分）」に改める。

「

別表中 国営最上川下流沿岸土地改良事業 を

」

「

国営最上川下流沿岸土地改良事業

に、
国営最上川中流土地改良事業（平成15年

度以降事業実施分）
」

「 「
国営最上川中流土地改良事業（昭和46年

国営最上川中流土地改良事業 を に
度から昭和61年度まで事業実施分）

」 」

改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。


